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経済産業省企業活動基本調査

■スマート社会がもたらす経済・環境効果の産業連関分析に向けて：企業活動基本調査を用いた分析
(1) 各産業の本体活動とマネジメント活動の案分比率推定のため，企業内でマネジメント業務に従事する従業者比率を計算
し，産業別の平均値を推定した。
(2) サービス部門の技術特性を確認し，規模効果の有無を確認するために，コブ=ダグラス型と尾崎型生産関数の計測を行っ
た。
産業部門別に企業内マネジメント業務に従事する従業者構成比の推移をみると，全ての産業で情報業務に係る従業員が増えた
わけではなく，全産業を支える基礎的な IT 産業のみで基礎情報サービス業務に係る従業員比率が増大していた。他の産業
は，補助サービスや1次情報サービスの購入を通じて間接的に情報業務従事者への依存度を増やすという形で「情報化」が進行
したと解釈できる。また，情報関連の資本比率，投資比率，経常経費比率の推移を見ると，情報化は情報インフラを支える部
門での研究開発投資と，情報提供型産業での資本コストを抑制しながらの人員の拡充によって進行し，情報活用型産業では，
情報化投資と情報関連の経常費用をわずかに増やしながら，情報インフラ産業や情報提供型産業のもたらす効果を利用してい
ると考えられた。
　生産関数の計測結果についてまとめると，現代の企業活動基本調査を用いた計測結果によれば，尾崎(2004)による高度経済
成長期の研究とは異なり，サービス産業部門でもおおむね尾崎型生産関数の当てはまりの方が良好である。1次・2次情報サー
ビス部門では労働に関して中程度の，資本に関しては低めの規模の経済性が確認されたので，これらの産業では規模拡大によ
る生産費用削減は現状でも見込まれる。情報通信分野の規制改革，情報プラットフォームの形成などの技術変化が，この効果
を補強していくかどうかついて，引き続きの研究が必要である。コブ=ダグラス型生産関数の計測結果から，1次・2次情報サー
ビス部門の労働分配率が比較的に高かった。また1次情報サービス(基礎的情報提供型)部門では労働分配率が相対的に高く，一
般サービス(基礎的情報活用型)部門は資本分配率が高かった。前者ではコンピュータ機器の価格低下を効率性改善の原動力と
し，後者では低廉化したコンピュータ機器をより活用することとで効率性改善をしていると考察された。

■マネジメントの高度化がエネルギー消費にもたらす効果の実証分析：鉄鋼産業を事例として
近年はスマート化が進展し，産業界におけるエネルギーマネジメントなどのマネジメントが高度化しているという認識のも
と，それに伴い，エネルギー利用の効率化が実際に進展してきたのかを，公的ミクロデータの分析に基づいて,鉄鋼部門におけ
る事業所の生産物は，他の産業部門に比べて比較的均一であると考え,鉄鋼部門に着目して検証した。
本社の情報通信事業部門従業者比率の上昇は，おおむねエネルギー利用の KPI の向上に有意な効果を持つと結論付けられそう
である。本社の情報通信事業部門従業者比率が，本研究における仮説通り，現場のエネルギーマネジメント活動と正の相関を
持つとすれば，エネルギーマネジメントの向上がエネルギー利用の KPI の向上の役立つとの推論が可能である。
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